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要約
短期賃貸借権という法的に不備な制度のために、貸し渋りが生じ、金融機関の仲介機能
に大きなダメージを与えている。本稿は、短期賃借権が資金の貸出市場にどのような影響
を及ぼすかについて、理論的な観点から検討したものである。短期賃借権は情報の非対称
性のあることを前提にすると、資源配分に対して中立的ではなく、貸出資金の減少をもた
らすことを明らかにした。これは資金の貸し渋りを発生させる。このような観点から、資
源配分の効率性を改善し、金融機関の仲介機能を再生するためには、短期賃貸借制度を廃
止する必要がある。これによって、短期賃貸借制度の悪用が防げるとともに、資金市場の
効率性は著しく改善し、不良債権の処理も円滑に進展すると考えられる。この制度の廃止
によって失われる借家人の権利は、一定期間の明け渡し猶予制度で十分に保護されるであ
ろう。
はじめに
1990年以降に生じた連続的な地価の下落は、金
融機関の保有する担保価値を下落させ、多くの不
良債権を生み出した。このような不良債権の存在
は銀行の貸し渋りをもたらし、金融機関の仲介機
事上智大学経済学部
能を大きく損なう原因となっている。都市の魅力
を高め地価を上昇させることによって、不良債権
を減らすことが可能である。人口の集積を高めれ
ば、都市の生産性は著しく上昇し、都市機能の再
生と地価の下落に歯止めがかかる。これは、金融
市場に生じている貸し渋りを解消し、新しい産業
分野への融資を活発化する結果、金融仲介機能の
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再生だけでなく、停滞している日本経済の構造改
革や景気回復も実現できる。都市の再生が日本経
済の再生に結び、つくことになる(注(2)。
このような観点から、本稿では、地価の下落だ
けでなく法律的な問題から、金融機関の不良債権
を大きくし、貸し渋りを増長させている点につい
て検討する。短期賃借権は、貸し渋りの基本的な
原因になっている。これを改正すれば、金融市場
の活性化によって、新しい産業に資金を融資する
ことが可能になる。これが本稿のメインテーマで
あるが、本稿では、さらに、都市再生のための基
本的な戦略を提案する。これを実現すれば、人々
に豊かさを実感させることができる都市に改良す
ることができる。
1.情報の非対称性と短期賃借権
貸し手と借り手の聞には、保有している情報の
格差によって深刻な問題が発生する。貸し手がど
んなに情報を集めても、借り手の信用状態は借り
手にしかわからない部分がある。このような情報
の非対称性が存在する場合には、一般的に信用割
当(CreditRationing)が発生する。危険な借り
手を排除するためには、金利をあげるよりも、資
金量を制約した方が有効である。最初からお金を
返すあてのない人にとって、金利の上昇は痛くも
かゆくもない。
このとき、貸出市場において、担保が重要な役
割を果たす。担保と利子率の組み合わせを適当に
調節することによって、危険な借り手と安全な借
り手を識別することができる場合もある。有限責
任制の下では、債務不履行を起こしても借り手企
業の責任は一定限度に制限されているために、貸
し手を欺いて、危険なプロジェクトに手を出すイ
ンセンティブが常に存在する。しかし、担保は債
務不履行になった場合にその権利が貸し手に移行
する結果、借り手の行動を制約することができる。
担保を設定すれば、債務不履行時の借り手の責任
を重くすることができ、それによって、借り手が
貸し手を欺くインセンティブを抑制することがで
きる。借り手にとって、担保をとられないように
するには、危険な選択をしないことである。
貸し手は、貸出を実施した後にも、借り手を注
意深く監視する必要がある。貸し手は情報の非対
称性を克服するために、借り手の危険度や信用能
力を十分に審査するだけでなく、貸出が実施され
た後にその資金が計画通りに使われているかを監
督しなければならない。こうした際に生じる費用
をエイジェンシー・コスト(AgencyCost)という。
エイジェンシー・コストを削減する際に、担保価
値が重要な役割を果たす。借り手は担保を提供す
ることによって、相対的に危険の少ない投資プロ
ジェクトに資金を投下する結果、エイジェンシー・
コストは節約される。
とりわけ、日本では担保としての土地や建物が
貸し出しの際に重要な役割を果たすことが以前か
ら指摘されてきた。しかし、地価の変動によって
土地担保の価値が変動する結果、銀行の貸出行動
も影響される。 1990年以降経験したように、地価
の下落が担保価値を大幅に低下させる結果、それ
に伴って多くの不良債権が発生し、銀行の貸出量
は著しく減少した。
さて、このような土地担保の価値は、担保をめ
ぐる権利の変化によって影響される。とりわけ資
金市場との関連で重要なのは、抵当権と賃借権の
関係である。銀行貸出にともなって土地建物に設
定される抵当権と、土地・建物に設定される賃借
権の優先順位の問題は、以前からたびたび法学者
の間で議論されてきた。また最近では、債務不履
行におちいった債務者が、借家人保護を悪用して
故意に賃借権を設定したうえで、債権者から利益
を得るという事件が多発している。これは詐害的
(さがい)短期賃借権とよばれる。この制度の下
では、資金の借り手が建物の賃借入と共謀して、
貸し手の設定した抵当権を侵害することがで
きる。
以下では経済学的な観点から、このような権利
の衝突が、資金の貸出市場や土地・住宅の賃貸借
市場にどのような影響を及ぼすかについて考えて
みよう。短期賃借権の濫用がどうして生じるのか
を検討したうえで、それが抵当権の設定や資金の
貸出市場に及ぼす影響を考えてみよう。
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以下では、第2節で短期賃貸借制度に関する問
題点と判例を簡単に紹介したうえで、コースの定
理を応用して短期賃貸借制度の問題点を考えてみ
よう。
2.順位確定の原則とは何か
銀行やその他の金融機関が貸出をする際に、貸
出債権の安全性を確保するために、貸出先の所有
する土地や建物に抵当権を設定する。つまり、銀
行は担保をとって貸出先が倒産したときに備える。
より詳しく言うと、借り手が債務不履行により破
産した場合には、貸し手は民事執行法の定める手
続きにしたがって、抵当権の実行を申し立てるこ
とができる。裁判所によって競売開始の決定が出
されると、その時点から競売が実施され、担保資
産の売却によって、貸し手は貸出額の全額あるい
は一部を取り戻すことができる。このように、抵
当権というのは、借り手が債務不履行におちいっ
た際に、貸し手が処分することが認められた財産
上の権利である。
抵当権を設定する土地や建物の価値が貸出債権
の価値よりも大きい場合には、同じ土地や建物に
対して2重あるいは3重の抵当権を設定できる。
例えば、一億円の土地を担保に、 5千万円を借り
ている人は、同じ土地を担保にして、さらに資金
を借入れることができる。抵当権を設定した時点
の先後によって、抵当権にも順序が設定される。
しかし、ある土地について誰が所有権や抵当権を
持っているかが第三者や裁判所に明らかにされて
いなければ、土地を取引する場合に、危険である。
そのために、抵当権は登記によって公示され、登
記時点の時間的順序にしたがって売却価値に対す
る請求権の優先順位が確定する。つまり、さきの
土地が8千万円で売却されたとすると、 5千万円
は第一抵当権者が得ることができ、残りの3千万
は第二抵当権者以下が得ることができる。この意
味で、後から設定された抵当権によって順番が入
れ替わることは認められていなし、。これは民法上、
順位確定の原則と呼ばれる。民法第373条で、抵
当権者聞の取引によって、順位が入れ替わる場合
にも、それ以外の抵当権者に不利益が及ばないよ
うに工夫されている。後から設定された権利によっ
て、すでに設定された権利が侵害されるとしたら、
先に権利を設定する人はいなくなってしまう。
土地や建物には、このような所有権や抵当権を
はじめさまざまな権利が付随する。ある条件の下
で、どのような優先順位でその価値に対する請求
権が発生するかという点が明確にされていない場
合には、さまざまな問題が発生する。そもそも、
市場取引とは、さまざまな権利を売買することで
ある。権利が容易に侵害されては、人々はその土
地や建物に抵当権やその他の権利を設定するイン
センティプを失ってしまう。以下では、コースの
定理を応用して、短期賃借権にはどのような意義
と問題点があるかを明らかにしよう。
3.短期賃貸借制度とは何か
順位確定の原則が著しく歪められているのが、
短期賃貸借制度である。民法の395条は短期賃貸
借制度を規定している。ある土地・建物の所有者
が、銀行から資金を借り入れる際に、その土地建
物に対して抵当権を設定した上で、その土地・建
物を第3者に賃貸することができる。
抵当権と賃貸借権の間でも時間的順序にしたがっ
て優先権が認められる。図1のケー ス1のように、
賃借権が抵当権よりも前に設定されている場合に
は、資金の借り手が倒産して抵当権者(資金の貸
し手)が抵当資産を売却しようとしても、賃借権
を解除する法的な権限を持たない。つまり、土地
所有者が建物や住宅を賃貸した後に、その土地、
建物を担保にして資金を借りた場合には、資金の
借主が破産しでも、土地建物を借りていた人たち
は保護されており、すぐに土地・建物からの立ち
退きを請求されることはない。言いかえると、土
地を借りた後で、地主がその土地を担保にして銀
行から資金を借りた場合に、地主が破産しても、
借地人や借家人が銀行から立ち退きを請求される
ことはない。銀行は賃借入が居ることを承知で資
金を貸したはずだから、これは合理的である。
それに対して、ケース 2のように賃借権が抵当
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図1 ケース 1 所有者が借家人のある土地・建物を
担保にして銀行から資金を借りる場合
? ? ? ? ?
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所有者
図1 ケース2 土地・建物の所有者が担保になって
いる土地・建物を賃貸する場合
権よりも後に設定されている場合には、すなわち、
担保に入っている土地を他人に貸した場合には、
話はちがってくる。先に設定された抵当権は賃借
権に優越し、銀行が抵当資産を売却する際に賃借
権を解除する法的権限を有する。債務者が返済不
能になり、抵当権が実行されると、抵当権設定後
の賃貸借権はこれに対抗できず、賃借入は担保資
産の売却時に土地・建物を明け渡さなければなら
なくなる。これは一見すると、賃借入には酷なよ
うに思えるが、他の住居を探すだけの一定の猶予
期聞があれば、十分であろう。これも合理的であ
る。先に権利を設定した方に優先権を認めるのが
常識である。
しかし、日本では例外的に、抵当権に設定され
ている土地・建物については短期の賃借権が3年
間に限り認められている。この権利を短期賃借権
という。この権限の存在のために、明渡要求等は
裁判所に求めなければならず、それに要する費用
等は無視できない大きさになる。その結果、抵当
権者や土地・建物の買受人にとって、賃借入から
建物を明渡してもらうことは大きな負担になって
いる。さらにこれを悪用して故意に短期賃借権を
設定して、返済不能となった債務者が債権者から
利益を得るという事件が多発している。これは詐
害(さがい)的短期賃借権とよばれる。
4.詐害(さがい)的短期賃借の具体例
短期賃貸借制度の濫用事例とは次のようなもの
である。いま、ある資金の借り手が抵当権の設定
されている土地建物を他人(実は共謀者)に貸して、
賃貸借権を設定登記する。契約の際に借家人が高
額の保証金や敷金を支払ったことにして、敷金の
額も登記する。実際に支払っていない高額の敷金
を借家人が支払ったことにする。借家人に立退き
を命じる際には、敷金は返済しなければならない。
このような条件の下で債務者が支払い不能に陥
り、土地・建物が競売に付された場合には、その
土地建物の価値はきわめて低く評価される。新し
くその土地建物を購入する人にとっては、短期賃
借権のために、借家人に対する立ち退き請求等の
煩雑な作業にともなう時間的費用や高額の敷金を
負担しなければならない。その結果、抵当権者
(資金の貸し手)は著しく不利な立場に立たされる。
競売による資金回収の可能性は低下する結果、そ
れを脅しとして、債務者が資金の貸し手に対して、
債務の減額を要求するという事態が発生する。
これに対して、司法は短期賃貸借権よりも抵当
権の方が優越しているという判断を示していたが、
ある時期を境に異なった判決を言い渡した。さら
に、この濫用を予防するための措置として、従来
は抵当権者(資金の貸し手)がみずから短期賃貸借
権(これを併用賃借権という)を設定することによっ
て、第三者向けの短期賃借権を排除しようとして
きた。つまり、地主が他人に貸すのを妨げるため
に、銀行みずからが土地の借主になる契約を結ぶ。
しかし、平成元年の判決によって、この併用賃借
権を使う手段は認められなくなった。最高裁は、
短期賃借権については一定の意義がある点を評価
したうえで、それを無条件に排除してしまう併用
賃借権は無効にすべきという判決を下した(最判
平成元年6月5日民集43ふ355)。
これによって、詐害的な短期賃借権者に対する抵
当権者の対抗措置は無効となってしまった。あらた
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な判決の下では、競売で買い受けた土地・建物の
所有者のみが、その土地・建物を占有する人を排
除する権利があるとされた(最判平成3年3月22日
民集45ふ26)(注(3))。つまり、抵当権者には立ち
退きを請求する権利さえ認められなくなってしまっ
た。
5.短期賃借権の意義
このような賃借権保護は、借地借家法をめぐる
論争が明らかにしたように、土地や建物の利用や
借家の供給量に顕著な影響を及ぼす。短期賃貸借
制度を経済学的に評価すると、その目的は、借家
人の権利を保護することによって、家賃を高め、
債務者である土地・建物の供給者の収入や流動性
を確保しようとする点にあると考えられる。
いま述べた点を図2を用いて説明しよう。縦軸
に家賃、横軸に借家の量を視IJると、抵当権の設定
された借家(アパート)の供給量は、短期的には垂
直線の路線で示すことができる。これに対して
借家の需要曲線DDは右下がりに描くことができ
る。家賃が低下すれば、より多くの借り手がアパー
トを借りようとするであろう。その結果、 DD曲
線は右下りである。いま何らの借家権保護も存在
しないとすると、このとき均衡はE。点で決定し、
家賃はRoIこ決まる。
家賃 D' S 
D' 
Ro 
D 
O S 借家
図2 家賃の変化と短期賃貸権
ここで、短期賃貸借制度によって借家権が保護
されると、借家人が有利になる結果、借家の需要
曲線はD'D'まで上方にシフト、家賃はR。からR1
に上昇し、抵当権設定者(債務者)の家賃収入は
ORoEoSで固まれた面積からOR1E1Sの面積へと
増加する。
短期賃貸借制度による借家権保護があるために、
借家の需要は増加し、高い家賃収入が得られるの
に対して、この制度が存在しないと、地主が破産
して抵当権実行時に突然、立ち退きを請求されると
いったリスクが存在する。その結果、借家人の需
要は減少し、家賃収入は低下する。
この意味で、短期賃貸借制度は借家人保護と同
時に抵当権設定者(債務者)を保護していること
に等しい。言いかえると、土地や建物の借主を保
護する結果、地代や家賃が上昇するために、地主
の利益にもなっている。債務者(地主)と借家人の
利害は一致している。その結果、債務者(地主)と
借家人が結託して設定する詐害的短期賃借権の温
床になる。この点で借家法の正当事由制度とは異
なっている。借家法は借家人と家主間の権利配分
を規定しているのに対して、短期賃貸借制度は抵
当権者と借家人の権利配分に決定的な影響を及ぼ
している。
抵当権のひとつの目的は担保となっている土地
からの収益を債務者である地主に保証することに
よって、債務不履行のリスクを軽減することにあ
る。地主である資金の借り手に毎期毎期所得が生
じれば、資金の返済も滞る可能性も低くなる。こ
の点を考えると、こうした短期賃貸借制度による
借家権保護は、一定の意義を有すると評価でき
る。
しかし、最近法学者が指摘したように、弊害の
多い短期賃貸借制度を廃止しでも、一定の明渡し
猶予期間を設定すれば、借家人保護を実現でき、
かっ被担保物権(土地や建物)からの収益を債務
者に保証することもできる。明け渡し猶予期間の
設定は、図2のDD曲線を現状と同じ程度右にシ
フトさせるであろう。後述するように、確かに短
期賃貸借制度には、資源配分の効率性という観点
から評価して、きわめて多くの問題がある。した
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がって、明け渡し猶予期間を設定すれば、短期賃
借権による借家権保護は不要であろう。
6.短期賃貸借制度の下でコースの定理
は成立するか?
こうした短期賃貸借制度は、賃貸借市場におけ
る土地や建物の供給に影響を及ぼすだけでなく、
抵当権設定の契機となった貸出市場にも影響を及
ぼす。
貸出市場への影響は、短期賃貸借制度の濫用事
件が多発するようになって、次第にあきらかになっ
てきた。このような濫用的短期賃貸借権に対して
は、民法395条で解除制度を準備しているが、裁
判にともなって無視できない時間費用や金銭的費
用が発生するために、抵当権者(資金の貸し手)は
著しく不利な立場に立たされる。この場合には、
登記の時間的順序によって権利関係の順位が決定
されるという順位確定の原則が歪められている。
抵当権を設定した後に、短期賃借権を設定される
ことによって、抵当権者に対しては大きな不利益
が発生する。
しかし、仮にこのように権利が乱用されても、
そのことが適切に予想されるかぎり、資産効果や
リスク負担の問題などがなければ、資源配分には
中立的な影響しか及ばない。これがコースの定理
の意味である。この点を図3の貸出市場の均衡条
件を用いて明らかにしてみよう。
利子率
Lo' L s' 
r 1 
r 0 
縦軸に利子率、横軸に貸出量をとると、右下が
りの借入れ需要曲線LDLDと右上がりの銀行の貸
出供給曲線L5L5を描くことができる。短期の賃
借権保護が存在しなければ、均衡はEo点で決定
され、利子率は r。、貸出量はLoに決定される。
ここで短期賃借権が導入されると、図2で明らか
にしたように、家賃が上昇するので、土地所有者
である資金の借り手の利益が増加する。その結
果、借入れが有利になるり、借入れ需要曲線は
L'D1ふまで右方へシフトする。
しかし、資金貸し手である抵当権者(銀行)は、
もはや賃借権に抵抗できないことを知り、みずか
らの権利が一部失われる結果、これまでよりも貸
出を抑制する。貸出供給曲線はL'5L'5まで左方
へシフトする。利益が失われることを予想して、
利子率は高くなる。新たに均衡点はEl点に移り、
利子率だけが上昇し、貸出量は変化しない。これ
は短期賃貸借制度の導入によって、抵当権に本来
含まれていた権利の一部が借家権保護という形で、
債務者や借家人に移ったからである。
これが短期賃貸借制度についての貸出市場に関
するコースの定理である。権利の配分が明らかな
らば、資源配分(ここでは貸出量)に対して短期
賃貸借制度は中立的な影響しか及ぼさない。しか
し、コースの定理が成立するには、いくつかの条
件が満たされなければならない。とりわけ、貸出
市場においては、貸し手と借り手の聞に情報の非
対称が生じている。そのために、このような中立
性命題は妥当しない可能性が高い。この点を次節
で考えてみよう。
7.短期賃借権は貸し渋りをもたらすか?
図3で説明したようなコースの定理が、貸出市
場で成立する可能性は小さいと考えられる。なぜ
なら、貸出市場では、情報の問題や借り手の機会
主義的な行動がしばしば重要な問題になるからで
ある。この節では、逆選択の理論を用いて、情報
Lo 貸出量 が非対称な場合に、抵当権侵害によって、「貸し
渋り」が生じることを説明したL、。
図3 貸出市場と短期賃貸借権 逆選択とは、保険市場で用いられていた概念で
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ある。さまざまなリスクをもった人々が存在する
ときに、保険を提供しようとすると、次のような
問題に直面する。生命保険の提供者にとって、ど
の人がどの程度のリスクを抱えているか明らかで
はない。しかし、死亡確率や平均余命は計算でき
る。これらの平均的な値をもとに、保険料率は決
定される。したがって、保険に加入しようとする
人々は、相対的にリスクの高い人々である。リス
クの低い人々にとって、料率は高すぎて有利なも
のではない。リスクの高い人々を区別できないた
めに、平均料率は高くなりすぎている。
保険の提供者がリスクの高い人々しか保険に加
入しないことを知ると、料率をさらに高くする必
要がある。リスクの低い人々はこの保険に加入し
ないからである。その結果、さらに料率は上昇し、
相対的にリスクの低い加入者を脱退させ、加入者
の平均的リスクはさらに上昇する。このようない
たちごっこが続くと、保険は提供されなくなって
しまうかもしれない。これが逆選択である。
この論理を応用して、貸し渋りを考えてみよう。
いま、各企業はそれぞれ1種類づ‘つのプロジェク
トを実行しようと考えている。このプロジェクト
において、各企業は固定費用を全額銀行借入れで
調達したうえで、ある時点で投資すると、将来の
ある時点で一定の収益が得られるものとする。市
場に存在する各プロジェクトの期待収益率は同一
で、リスクだけが異なるものと仮定する。このと
き企業は、リスクだけで区別される。ここで情報
の非対称性を導入し、借入れ企業は自分のリスク
を知っているが、銀行には企業がどのリスク・ク
ラスに属しているか識別できないものとする。た
だし、市場にいる企業のタイプは一定の分布に従
うとし、この分布についての知識はすべての人が
共有しているものとする。
このとき、短期賃貸借権の強化は、すでに述べ
たように、図3の供給曲線を上方にシフトさせる。
他方、需要曲線も上方にシフトする。ここで情報
の非対称性が存在する場合には、必ず供給曲線の
シフトが需要曲線のシフトを上回ることを証明で
きる。その結果、均衡貸出量は減少する。すなわ
ち、前節で説明したコースの定理は成立しない。
この理由を直感的に説明してみよう。いま、情
報の非対称性が存在する場合には、銀行はすべて
の潜在的な需要者のタイプの期待値を計算するの
ではなく、市場利子率の下で資金を借りにくる借
り手のタイプの中から、借り手のタイプの期待値
を計算する。
市場の貸出利子率が高いとき、その市場に参加
しようとする借り手は相対的に高いリスクの投資
家である。そして、その貸出利子率が高くなれば
なるほど、その下で借りようとする借り手のリス
クはますます高くなる。したがって利子率を高く
すると、より危険な人たちが資金を借りにくるこ
とになる。これが、逆選択が発生するメカニズム
である。
このとき、短期賃借権の強化は、まず権利の移
転を反映して需要曲線と供給曲線をともにシフト
させ、金利を上昇させる。ここで権利の移転は
(期待値で見て)リスクの高いタイプにより有利で
ある。なぜなら、リスクの高いタイプほど、抵当
権を行使される可能性が高く、短期賃借権の強化
による恩恵をそれだけ大きく受けることになる。
従って、借り入れ金利の上昇は相対的にリスクの
高いタイプの企業には不十分なものになり、相対
的にリスクの低い企業には過大になる。金利の上
昇は、相対的にリスクの低い人を市場から排除す
ることによって、市場に残る借り手の平均的なリ
スクは上昇する。その結果、銀行はさらに高い金
利が得られなければ、貸出をしようとはしなくな
る。
すなわち、貸出金利の上昇は、よりリスクの高
いタイプだけを市場に残してゆくという意味で、
銀行にとって逆選択の効果を持っている。したがっ
て、逆選択の効果分だけ、供給曲線のシフトは相
対的に大きくなる。
その結果、情報の非対称性を前提にすると、さ
きに述べたようなコースの定理は成立せず、短期
賃借権によって貸出量は抑制される。ここでの分
析は、短期賃借権だけでなく、一般的な地価の下
落予想によって生じる貸し渋りの現象を説明する
ことにも応用可能である。
この10年間にわたって日本の地価は下落してい
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る。このような長期の地価の下落は、人々に今後
も地価が低下するのではないかという期待を抱か
せ続けてきた。いま述べたように、地価の低下は
担保価値を低下させる結果、銀行や他の金融機関
にとって逆選択にともなう貸し渋りを引き起こす。
銀行が担保をとっても、その価値が低下すること
が予想されるときに、貸出しは安全ではない。実
効金利が上昇する結果、資金を借りに来る投資家
は危険な事業者ばかりで、安全な借り手は借入れ
市場から退出してしまう。これは優良な借り入れ
を不可能にしてしまう。このような観点からも地
価の下落は望ましくない。
おわりに一都市の再生と日本の再生
10年近くにわたる地価の下落は、銀行の不良債
権を増加させ、貸し渋りをもたらしている。これ
は地価の下落だけが原因ではない。短期賃貸借権
という法的に不備な制度のために、貸し渋りが生
じ、金融機関の仲介機能に大きなダメージを与え
ている。
本稿では、短期賃借権が資金の貸出市場にどの
ような影響を及ぼすかについて、理論的な観点か
ら検討した。短期賃借権は情報の非対称性のある
ことを前提にすると、資源配分に対して中立的で
はなく、貸出資金の減少をもたらすことを明らか
にした。これは資金の貸し渋りを発生させる。こ
のような観点から、資源配分の効率性を改善し、
金融機関の仲介機能を再生するためには、阿部・
上原口999J [""短期賃貸借保護に関する判例・民
法学説の破綻J(NBL 6月15日号)が提案するよ
うに、短期賃貸借制度を廃止する必要がある。こ
れによって、短期賃貸借制度の悪用が防げるとと
もに、資金市場の効率性は著しく改善し、不良債
権の処理も円滑に進展すると考えられる。この制
度の廃止によって失われる借家人の権利は、一定
期間の明け渡し猶予制度で十分に保護されるであ
ろう。
この他にも、都市機能を再生すれば、銀行の貸
し渋りを抑制し、日本経済の再生に寄与すること
ができる。最後にこの点を考えてみよう。都市機
能を再生し、土地住宅問題を解決することが日本
経済の再生にも貢献するはずである。そのための
方策について考えてみよう。
土地住宅問題は都市に固有の問題である。とり
わけ日本の都市を再生するためには、土地住宅問
題を解決する必要がある。日本の土地住宅問題と
して、通勤可能圏内で住宅や土地を求める際のコ
ストが高いことが指摘されている。安くて適当な
住宅を探すには、通勤時間が長くならざるを得な
い。人々は、通勤のために混雑した電車で長い時
間すごさなければならない。また都市の道路は慢
性的に渋滞し、輸送や通勤には多大な時間を必要
とする。都市の緑は次第に少なくなり、ごみの量
が増えて都市の美観は損なわれようとしている。
世界一安全といわれた東京も、次第に治安の悪化
が懸念され始めている。ヨーロッパの都市に比較
すると、日本の一人当たりの公園面積は見劣りが
する。いざ地震や災害が発生したときに避難する
ための空地やオープンスペースを見つけることも
次第に難しくなっている。
これらは土地住宅問題に密接に関連している。
これらの問題を解決し、人々がゆとりある豊かな
都市生活を実感できるようにするためには、どの
ような対策が必要なのであろうか。都市を再生す
るということは、都市の利便性を有効に活用して、
人々に豊かさを実感させる政策でなければならな
い。
そのために、まず防災上の観点から都市問題を
考えてみよう。地震に強い街を作るにはどうした
らよいであろうか。東京を始めとして、大都市で
は、今後予想される大震災によって甚大な被害が
発生すると予想されている。災害や緊急事態に強
い街をっくり、安全な暮らしを人々に約束するた
めには、何が必要であろうか。結論から言えば、
都心の土地を高度利用することによって、オープ
ンスペースを作り、そして延焼や被害の拡大を防
ぐ必要がある。容積率規制や日影規制を大幅に緩
和して、高度利用を実現すれば、これは可能とな
る。
次に、通勤時間を短縮するためには、何が必要
であろうか。これまでは都市の土地を高度に利用
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することを過度に規制してきた。その結果、東京
の便利さを求めて地方から流入してきた人々は、
郊外に住まざるを得ない。そのために日本の都市
は外延的な拡張を続けてきた。より郊外へと開発
の手が伸びていったのである。都心の高度利用が
実現できれば、郊外に住む人々の土地需要が少な
くなる結果、よりコンパクトな街が形成されるだ
ろう。郊外の自然、も破壊しなくてすむ。これによっ
て通勤時間の短縮化が可能になる。人々は混雑し
た電車の中で多くの時聞を費やさなくて済むので
ある。
鉄道の混雑だけでなく、道路の混雑はどのよう
に解消したらよいのであろうか。これには市場メ
カニズムを使うことが望ましい。道路の通行料や
鉄道料金に混雑料金制を導入して、混雑時間帯で
は通常よりも高い料金を設定すればよい。これに
よって、容積率の規制によらなくても都市の混雑
を解消することができる。
さて、都市の集積によって不足することが予想
される都市のインフラ整備には、どのように財源
を調達すればよいのであろうか。道路の整備や鉄
道の整備には、いま述べた混雑料金によって、多
大な財源を確保することができる。都市ガスや電
力・上下水道等も需要の増加には料金を高めて、
その財源を用いてこれらの公共資本を調達すれば
よL、。
それでは、ごみ問題も含めて、都市環境を維持
するためには何が必要であろうか。このような料
金徴収が可能ではない財・サーヴィスを供給する
ための公共資本については、どのように資金を調
達すべきであろうか。これについては固定資産税
等による地方財源にその資金を求めるべきである。
土地を高度に利用すれば、それは可能となる。こ
れまで以上に高度利用が実現できれば、土地の潜
在的な生産性は高いのであるから、土地に対する
課税によって、より多くの財源を確保することが
できる。これに対して、住宅に対する固定資産税
は廃止するべきである。住宅やオフィスに対する
固定資産税は高度利用を阻害するので望ましくな
L 、。
その他には、固定資産税だけでなく土地譲渡所
得税の一部を都市財源として用いることが適当で
あろう。土地譲渡所得税は凍結効果をもつので望
ましくないと言われるが、岩田規久男氏の提案し
た延納利子税を導入することによって、凍結効果
は防ぐことができる。これらの財源を用いれば、
学校の整備や病院の充実、あるいは介護施設等の
拡張も実現することができる。若い人から年寄り
まで便利で豊かな都市的な生活が実感できるよう
な都市を再生することができる。
こうした政策が実現すれば、都市の再生が可能
になり、地価も上昇する。都市部の地価が上昇す
れば、担保価値が上昇し、不良債権も減少する。
これは銀行の貸し渋りを抑制し、金融機関や産業
の再生にも貢献するであろう。都市の土地を担保
として保有する銀行や金融機関に新しい可能性を
提供することができる。金融機関が再生すれば、
日本の産業にとっても再生のチャンスとなる。新
しいビジネスを開拓し、産業構造を転換する契機
となる。都市再生が日本の再生をもたらす最後の
チャンスかも知れない。
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The credit crunch is caused by a legally incomplete system， which is called as 
“Tanki Chin-Shaku Ken" (An Eviction ControD. The eviction control， under which 
the creditors cannot sel the land mortgages at the reasonable prices in the land 
market， produces a great volume of bad loans and hurts the financial intermediaries. 
This text examines how the eviction control affects the loan market from a theoretical 
viewpoint. Under the asymmetric information between creditors and debtors， we 
show that the eviction control is not neutral but decreases loanable funds and 
produces the credit crunch of the capital. It is necessary to abolish the eviction 
control and make creditors to sel easily his land mortgages in the market. 
